
事務事業評価資料

説 明

　学習成果を地域社会に還元する仕組みとして、卒塾生を県民の主体的な学習や地域活動を支
えるボランティア指導者として登録する「生涯学習リーダーバンク」を引き続き実施し、事業
成果を効果的に地域社会に反映させながら事業を実施していく。
　また、創生塾が地域づくり団体等とのネットワークづくりの場として機能するよう、実践活
動等を通じて当該団体等とのつながりの拡大に努める。

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

91.0% 93.3% 96.1%
(38 千円) (37 千円) (36 千円)

自
己
評
価

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　概ね目標値の９割を達成する見込みだが、引き続き入塾生の確保を図るととも
に、実践活動のPR等講座内容の魅力の発信に努める必要がある。

事業の必要性・有効性

　地域課題が多様化するなか、これに対応するため地域づくり活動に必要な専門
的能力や魅力あるリーダーシップを持った新しい地域リーダーの育成が必要
　このようななか、地域づくり活動に必要なボランティア知識やコミュニケー
ションスキル、具体的な実践活動の技術等を習得し、基礎的な力を実際の活動で
応用できる力へとスキルアップさせる当講座の果たす役割は大きい。
　卒塾生の86％が地域活動団体・グループの代表者・役員等のリーダー的立場で
活躍(H24調査)

事業コストに対する評価、
見直し状況

　平成20年度から受講料を徴収し自主財源を確保

事 業 名
元気高齢者の地域活動等への参加促進の支援事業
　③ふるさとひょうご創生塾の開設（平成８年度～）

連 絡 先 078-362-3894

事業 目的
地域づくり活動に求められる資質・能力の向上に重点を置いた講座を開設することにより、地域
リーダーとしてのスキルアップを図る。

施策 体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 県民生活課参画協働班

施  策  名 地域づくりを担うリーダー人材等の発掘・育成

事業 内容

○学習内容：(１年次)導入講座・基礎講座・実践講座
　　　　　　　　　　　・人間関係づくり、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ論、ｺﾐｭﾆﾃｨ論、ｸﾞﾙｰﾌﾟ運営等
　　　　　　(２年次)実践講座
　　　　　　　　　　　・地域づくり活動の企画・実践
○入塾資格：NPOやボランティア等の地域活動実践者及び実践を志す者
　　　　　　(県内在住・在勤・在学)
○開催場所：神戸クリスタルタワー内会議室
○定　員　：１学年30人
○受講料　：30,000円(年間)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 7,262 千円 7,147 千円 7,229 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 3,614 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 7,262 千円 7,147 千円 3,615 千円

0.2人

1,583 千円 1,587 千円 1,619 千円

H26 H27 H28

0.2人

8,845 千円 8,734 千円 8,848 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

生涯学習リーダーバン
クの登録者数

255 人 H30
232 人 238 人 245 人

指標名
達成率（％）

目標値 年度

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

89.3% 96.7% 98.1%
(37 千円) (33 千円) (33 千円)

受講者数・塾友会活動
者数

270 人 H29
241 人 261 人 265 人
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50.0% H30 58.0% 67.6% 88.0%
（目標）

29.0%

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

　参画と協働の県政の原点となる県民との情報共有を推進するため、広報紙やテレビ・ラ
ジオ番組をはじめ、インターネットなどを効果的・効率的に活用して県政情報の提供に努
める。
　各広報媒体の読者・視聴者等の意見も適切に反映しつつ、パブリシティの強化に努め、
県民への情報提供の機会の確保と経費削減を図るなど、より一層効果的・効率的な広報活
動を展開していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

「参画と協働の県政」を進めるためには、県民との情報共有が不可欠であり、
県として県政基調や主要施策を県民に分かりやすく、親しまれるよう広報を
行っていくことが必要である。
　広報紙・誌、テレビ・ラジオ番組、インターネットなど、各種広報媒体を効
果的に活用した広報の実施により、県政の認知度向上に貢献している。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　指標１単位当たりのコストが、テレビ・ラジオ媒体の見直しなどにより、ほ
ぼ変わらない中で、県政の認知度向上に貢献しており、効果的に事業を実施し
ている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　H27年度は、H26年度に比して県政理解等の促進が進んだものの、目標達成に
は至らなかった。H28年度は、ホームページのリニューアルに取組むほか、電
波・印刷などの各種広報媒体の特性を活かして、より一層効果的な県政情報の
発信を行い、目標達成に努める。

※()内は総ｺｽﾄ/兵庫県人口
〈各年度1月1日時点〉
　H26 5,538千人
　H27 5,521千人
　H28 5,521千人（見込）

(140.1円) (138.4円) (143.2)円

33.8% 44%

県民意識調査で「県政の広報・
広聴活動」に対し「やってい
る」と回答した割合

従事人員 18.0人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

18.0人

775,717 千円 764,218 千円 790,875 千円

102,136 千円

一般財源 527,626 千円 519,140 千円 543,065 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

18.0人

150,347 千円 142,848 千円 145,674 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 19.0人 従事人員 18.0人 従事人員

人件費②
従事人員 19.0人

事業内容

①広報紙・誌の発行
　○全世帯配布広報紙「県民だよりひょうご」（毎月)
　○グラフ広報誌「ニューひょうご　ごこく」(年４回)
②テレビ・ラジオ番組の放送
　《テレビ》○県民情報番組「ひょうご“ワイワイ”」(毎週日曜日(第３日曜日除く)
　　　　　　○「日曜さわやかトーク」(第３日曜日)
　《ラジオ》○「こちら知事室！井戸敏三です」(第２火曜日)
　　　　　　○「兵庫県からのお知らせ(ＡＭ・ＦＭ)」(毎週月～土)
③インターネットなどを活用した情報発信
　○ホームページ、フェイスブック、ツイッター、ＬＩＮＥ

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 625,370 千円 621,370 千円 645,201 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(広告料収入等) 97,744 千円 102,230 千円

事 業 名 広報活動の推進 連 絡 先 078-362-9023

事業目的
各種広報活動を積極的に展開することにより、県民と情報を共有し、参画と協働による県政の
推進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 広報課企画調整班

施  策  名 県民の参画と協働の推進
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■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　行政の専門化・複雑化が進むなかで、県民には自らの抱える問題を解決
するための相談窓口が分かりにくくなっている。
　このため､県民からのあらゆる相談に対し総合的に対応を行い､その場で
の解決、専門相談窓口での対応が必要な場合は適切な案内など、間口の広
い相談窓口が必要である。
　相談件数は年間２万件を超えており、県民に身近な相談窓口としての役
割を十分果たしている。

実
施
方
針

方 向 性

県民から最も身近な県の相談窓口として必要なことから、今後も事業を継続する。説 明

事業コストに対する評価、
見直し状況

　相談員の効率的な人員配置を行うとともに、その他の諸経費について
は、継続的に削減を図るなど、コストの節減に努めている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　各種専門相談の充実やインターネットの普及による相談件数の低下があ
る一方で、県政に関することから日常生活の様々な問題まで幅広い内容を
気軽に相談できる窓口として、高齢層や個人的な悩みに関する相談等の需
要が一定割合で存在すること、県内で災害や事件等が発生すると増加する
傾向があることなどから、今後も需要が伸びる可能性を含んでいる。

　□新規 □拡充

88.8% 85.8% 100.0%
(3.7 千円) (3.9 千円) (3.4 千円)

年間相談件数
年間

25,000件
毎年度

22,198件 21,443件 25,000件

58.0% 67.6% 84.0%

(15.0 円) (15.0 円) (15.2 円)

県民意識調査
｢ｲ 県政の広報･広聴活動｣におけ
る｢やっている｣の割合

※()内は総コスト/兵庫県人口
 〈各年度1月1日現在〉
　　H26 5,538千人
　　H27 5,521千人
　　H28 5,521千人(見込）

50% Ｈ30 29.0% 33.8% 42.0%

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

4.4人

83,042 千円 83,034 千円 84,133 千円

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 4.4人 従事人員 4.4人 従事人員

人件費②
従事人員 4.4人 従事人員 4.4人 従事人員

0 千円

一般財源 48,225 千円 48,116 千円 48,524 千円

4.4人

34,817 千円 34,918 千円 35,609 千円

事 業 内容

県政に対する意見・要望や日常生活に係る相談等に対応するため、専用電話(フリーダイヤル)・
面談等を実施

①専用電話等による相談
　〇受付方法  フリーダイヤル等の専用電話
　〇実施場所　県民総合相談センター、県民局・県民センター（神戸以外）及び広聴室
　〇実施日時　毎週 月～金(祝日、年末年始を除く) 9:00～17:30
　　　　　　　（※土日､祝日､年末年始は留守番電話で対応）
②面談等による相談
　〇受付方法  面談、文書等
　〇実施場所　県民総合相談センター、県民局・県民センター（神戸以外）及び広聴室
　〇実施日時　毎週 月～金(祝日、年末年始を除く) 9:00～12:00、13:00～17:30

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 48,225 千円 48,116 千円 48,524 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 さわやか県民相談（平成４年度～） 連 絡 先 078-362-3022

事 業 目的
県民から寄せられる県政に関する意見や日常生活の諸問題等についての相談に適切に応じること
により、県政への反映、県民が抱える問題の解決を図る。

施 策 体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所 管 課班 広報課広聴室広聴相談班

施 策 名 県民の参画と協働の推進
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47地域 47地域 －

39地域 47地域 －

□継続 □実施手法の見直し

■廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 　モデル事業のため、事業終期到来により廃止。今後は、集落再生事業等でフォローアップを実施。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　過疎化・高齢化で人口減少が進むことによる活力の低下、また、未利用農地、空き
家など、地域空間が十分に維持・管理、活用できず荒廃し始めているため、地域資源
を活用した地域の自主的な活動をモデル地域として支援し、全県的な取組への展開を
図り、多自然地域の自立を促し活力を維持する必要がある。
　地域が主体となり自立計画を策定・実践する本事業を計画的に推進することで、多
自然地域の自立・活性化のモデルを示し、その効果を全県的に波及させることができ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　ふるさとづくりについて自ら考え、自ら行動しようとする地域住民の計画づくりの
支援、およびモデル事業として県内の他地域への波及効果が期待できることから、政
策目的と照らし合わして県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　概ね達成することができた。今後は成果をＰＲし、モデル事業の効果を全県へ波及
させるよう努める。

78% 94%実践支援地域数 50地域数 H22～27

94% 94%計画策定地域数 50地域数 H21～25

従事人員 2.0人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.0人

31,832 千円 31,263 千円 0 千円

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

15,826 千円 15,872 千円 0 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 2.0人

事業内容

①合意形成、自立計画策定への支援（１年度目）
　○合意形成支援：地域の目的に応じたアドバイザーを派遣
　○計画策定支援：先進地視察、先行ソフト事業等、自立計画策定にかかる費用を支援
　　　　　　　　　（補助限度額：100万円、補助率10/10）
②自立計画の実践に向けたフォローアップ（２～３年度目）
　○自立計画実践トライやる事業：自立に向けた取組の実践促進等
　　　　　　　　　　　　　　　　（補助限度額75万円、補助率1/2等）
　○ふるさと自立拠点等整備支援事業：空き家や廃校等の既存施設を活用した交流・活動拠点等の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助限度額300万円、補助率1/2等）

　※平成25年度で新規採択終了。

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 16,006 千円 15,391 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 16,006 千円 15,391 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（ふるさと自立計画推進モデル事業）(平成21年度～)

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
多自然地域においてモデル地域を選定し、ふるさとづくりについて自ら考え自ら行動しようとする地域
住民の計画づくりを支援するとともに、種々の施策や制度を活用することで地域の自立を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上
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12地区 12地区 －

12地区 12地区 －

□継続 □実施手法の見直し

■廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 　モデル事業のため、事業終期到来により廃止。今後は、集落再生事業等でフォローアップを実施。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　多自然地域では、過疎化・高齢化等の進展により地域の活力が失われつつある。こ
うした地域で、地域の自主的・主体的な取組による賑わい創造や活性化、農業振興、
定住等を促進し、地域の活力を取り戻す必要がある。
　地域の主体性、実行可能な体制、市町の支援等の条件が整うにも関わらず、多額の
資金を必要とするなどの理由で地域の自力では実現困難な本格的プロジェクトに対し
ては、その課題を解決するための支援を行うことにより取組の推進が期待できる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　対象地域は地域再生大作戦のモデル事業実施地域等で住民主体の取組がしっかりと
根付き、実施体制等が十分に整っている地域としていることから、事業のねらいとす
る多自然地域の活性化について、県の支援に対する費用対効果として高い効果が期待
される。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　概ね達成することができた。今後は成果をＰＲし、モデル事業の効果を全県へ波及
させるよう努める。

80% 80%
取組地区数<第２段階
>

概ね15地区 H24～28

80% 80%
取組地区数<第１段階
>

概ね15地区 H23～28

従事人員 2.0人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.0人

68,792 千円 64,143 千円 0 千円

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

15,826 千円 15,872 千円 0 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 2.0人

事業内容

①実施計画策定支援（１年度目）
　○対象事業：事業の効果、資金計画、基本設計等プロジェクト実施計画の策定にかかる経費
　　　　　　　（補助限度額：200万円、補助率10/10）
②事業実施支援（２～４年度目）
　○対象事業：策定した計画に基づいた施設整備や、施設を活用したソフト事業
　　　　　　　（補助限度額5,000万円、補助率1/2）

　※平成25年度で新規採択終了。

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 52,966 千円 48,271 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 52,966 千円 48,271 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（地域再生拠点等ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援事業）(平成23年度～)

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
住民主体で交流などを中心として地域再生の取組を展開してきた地域において、雇用や賑わい創出、定
住人口の増加などにつながる本格的なプロジェクトを実施するため、既存の助成制度では対応が困難な
事業規模の拠点整備等をハード・ソフト両面から支援することで、地域の元気創出を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

21地区 25地区 45地区

6地区 7地区 12地区

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
　多自然地域の自立・活性化を図るため、遊休施設を活用した稼ぐしくみづくりへの支援を拡充す
る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　これまでに「地域再生大作戦」では、都市農村交流や賑わいづくり、コミュニティ
の再生などが図られてきたが、地域の自立に向けた事業の展開などが課題となってい
る。
　この課題に対し、地域の自立に向け、地域自らが地域力強化のために実施する取り
組みに対して支援する必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　地域自らが企画する取り組みに対して支援することにより、地域の自立に向けた取
り組みの継続化を図ることができ、その効果を他地域の取り組みにも波及させること
ができることから、政策目的と照らし合わして県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施を促
す。

－ － 25.0%－ － 3地区
実施地域数（地域の
拠点整備）（累計）

12地区 H28～H31

－ 25.9% 44.4%
実施地域数（ハー
ド）（累計）

27地区 H27～H31

－ 23.8% 42.9%
実施地域数（ソフ
ト）（累計）

105地区 H27～H31

従事人員 2.0人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

2.0人

51,399 千円 83,980 千円 108,544 千円

92,358 千円

一般財源 35,573 千円 0 千円 0 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

2.0人

15,826 千円 15,872 千円 16,186 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分92,358千円を含む

従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 2.0人

事業内容

　地域が自主的に企画・提案する地域活性化に資する活動を行なう場合に、その活動に必要な
費用の一部を助成
　①地域の活動支援（ソフト）
　　○小規模集落等（補助限度額 500千円【定額】）
　　○小学校区単位の地域協議会等（補助限度額　1,000千円【定額】)
　②　地域の交流拠点等整備支援（ハード）
　　○補助限度額 5,000千円、補助率 県1/2 市町1/4（随伴期待）
　③（新）遊休施設整備支援
　　○計画策定（補助限度額 1,000千円【定額】）
　　○拠点整備　市町所有施設：補助限度額 10,000千円、補助率 県1/2 市町1/4（義務随伴）
　　　　　　　　民間所有施設：補助限度額 10,000千円、補助率 県1/2 市町1/4（随伴期待）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 35,573 千円 68,108 千円 92,358 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 0 千円 68,108 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（「がんばる地域」交流・自立応援事業）
（平成25年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的

多自然地域の豊かな地域資源を活かした地域の自由な発想により企画された自立的・継続的な取組を側面的に支
援することにより、「地域再生大作戦」で展開してきた都市農村交流や賑わいづくり、コミュニティの再生など
の取組の継続化を図り、継続可能な地域づくりを進める。また、地域自らが地域の遊休施設を活用した交流によ
る稼ぐしくみづくりを支援することで、各地域の核となる活性化拠点を構築し、多自然地域の活性化をより一層
推進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

22地区 23地区 43地区

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　集落活動の維持・継続、支え合うしくみづくり、将来構想づくり等を促進するため、引
き続き地域内外の合意形成等について支援する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　集落活動の維持・継続が困難になる集落等の増加が予想され、今後を見据え
た将来構想や集落が支え合うしくみづくり等の検討に対する支援が必要であ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　県下の多自然地域に共通して見受けられる問題であり、政策目的と照らし合
わせて県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施
を促す。

1.0人

19,425 千円 18,409 千円 18,498 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

－ 19.5% 36.4%実施地区数（累計） 118地区 H27～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分10,405千円を含む

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

10,405 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

1.0人

7,913 千円 7,936 千円 8,093 千円

事業内容

地域の将来構想づくり等を促進するため、合意形成や試行的取組を支援
　①合意形成支援
　　○アドバイザー派遣：活性化に向けた住民意識の醸成、組織体制や運営方針の検討などを
　　　　　　　　　　　　進めるため、まちづくりや農業分野等の専門家を派遣
　②トライやる事業
　　○対象経費：集落等が主体的に行う地域活動の持続性を高めるための試行的取組
　　○補助限度額：20万円、補助率10/10

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 11,512 千円 10,473 千円 10,405 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 11,512 千円 10,473 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（集落再生支援事業）（平成26年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
今後、過疎化・高齢化が一層進展するなかで、地域内外の合意形成や地域活動の試行的取組に
ついて支援することで、集落活動を維持・継続するための支援、支え合うしくみづくり、将来
構想づくり等の促進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

10団体 11団体 11団体

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
今後も大学が行う活動に対して支援を行うことにより、多自然地域の活性化をさらに推進
する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　新たなビジネスの芽を生み出すため、地域に不足している知識や経験
及び「若者」や「よそ者」の観点を全て満たす大学の活動に対する支援
が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　先導的な事業の立ち上げを支援し、その成果を県下に波及させるとい
うことから、政策目的と照らし合わせて県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　目標数に向けて着実に事業を実施している。

1.0人

11,814 千円 13,880 千円 10,887 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

－ 22.0% 22.0%実施団体数（累計） 50団体 H27～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分2,794千円を含む

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

2,794 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

1.0人

7,913 千円 7,936 千円 8,093 千円

事業内容

多自然地域において地域や集落がビジネス等の企画・立上げを行う際に、大学が行う活動に必
要な経費を助成
　○対象者：大学および大学院のゼミ・研究室、サークル、OB/OGグループ
　○対象活動：アイディア創出、戦略策定、調査、分析、助言、人的リソース提供などの活動
　○対象経費：ソフト経費（活動にかかる交通費、宿泊費等）、ハード経費（備品購入費等）
　○補助限度額25万円、補助率10/10

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 3,901 千円 5,944 千円 2,794 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 3,901 千円 5,944 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（大学連携による地域力向上事業）（平成25年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
地域や集落によるビジネス等の企画・立上げを行う際に、大学が行う活動に対して支援を行う
ことにより、多自然地域活性化のさらなる推進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

－ 1地区 4地区

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 多自然地域の自立・活性化を図るため、引き続き取組地域に対する支援を行う。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　過疎化・高齢化が進むなか、合併市町の旧中心部等の活力が低下しつつあ
り、まちなかの賑わいの再生が急務である。
　定住人口の増加、新たな産業や雇用の創出など地域再生への成果が期待され
る先導的な大規模な取組に対して支援することで、目に見える元気の創出を図
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　モデル事業として県内の他地域への波及効果が期待できることから、政策目
的と照らし合わして県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施
を促す。

2.0人

0 千円 22,171 千円 26,085 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

－ 14.3% 57.1%取組地区数（累計） 7地区 H27～H29

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分9,899千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 従事人員 2.0人 従事人員

9,899 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

2.0人

0 千円 15,872 千円 16,186 千円

事業内容

地域が市町と一体となって策定する実施計画に基づき、施設整備やソフト事業などの取組に対
して支援
　①実施計画策定（初年度の取組に対する支援）
　　○事業主体：まちづくり協議会等の地域団体、または市町
　　○対象地域：合併市町の旧市町中心部等で賑わいづくりが必要と認められる地域
　　○対象経費：実施計画の策定に要する経費（謝金、調査費、基本設計費等）
　　○負担割合：県10/10  ・補助上限額：2,000千円（定額）
　②プロジェクトの実践支援（２～４年目の取組に対する支援）
　　○対象経費：実施計画に基づく施設整備やソフト事業に要する経費
　　　　　　　（実施設計費、用地造成費、工事請負費、賃借料、広報活動費等）
　　○負担割合：県1/2、市町または地域1/2　・補助上限額：50,000千円（3カ年）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 6,299 千円 9,899 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 6,299 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 0 千円 0 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（ふるさとにぎわい拠点整備事業）(平成27年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
過疎化、高齢化が進むなか、合併市町の旧中心部の活力低下が顕著なことから、地域住民の合意形成の
もと行う、定住人口の増加、新たな産業や雇用の創出など、地域再生への成果が期待される先導的な大
規模な取組に対し支援することで、目に見える元気の創出を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

－ 8地区 18地区

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 多自然地域の自立・活性化を図るため、引き続き取組地域に対する支援を行う。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　過疎化・高齢化が進むなか、合併市町の旧中心部等の活力が低下しつつあ
り、まちなかの賑わいの再生が急務である。
　定住人口の増加、新たな産業や雇用の創出など地域再生への成果が期待され
る先導的な大規模な取組に対して支援することで、目に見える元気の創出を図
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　モデル事業として県内の他地域への波及効果が期待できることから、政策目
的と照らし合わして県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施
を促す。

2.0人

0 千円 26,669 千円 26,628 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

－ 16.7% 37.5%実施地域数（累計） 48地区 H27～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分10,442千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 従事人員 2.0人 従事人員

10,442 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

2.0人

0 千円 15,872 千円 16,186 千円

事業内容

　活性化委員会等の設置にあたり、６次産業化の推進や広域的資源管理、事業展開にあたっての役割分
担などの計画策定のため、アドバイザー派遣等の支援を実施し、集落（地域）の持続機能を高める。
　①計画策定支援
　　○策定主体：多自然地域の自治会等地縁団体（概ね小学校区程度の範囲）
　　○対象経費：アドバイザー経費、先行地視察、計画書作成費、先行ソフト事業等
　　○補助額　定額（１地域あたり上限1,000千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 10,797 千円 10,442 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 10,797 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 0 千円 0 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（広域的地域運営組織支援事業）(平成27年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的

今後さらに過疎化・高齢化が進むなかで、多自然地域の持続性を高めていくために、個々の集落（地
域）の自立を基本としながら、周辺集落（地域）との連携を強化し、集落（地域）を越えた広域的単位
の運営組織（活性化委員会等）づくりを進めることで、多自然地域における人･経済･情報･資源の循環を
図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

説 明 多自然地域の自立・活性化を図るため、引き続き取組地域に対する支援を行う。

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

□拡充 ■継続 □実施手法の見直し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

－ 5地区 10地区

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施を促す。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規

　モデル事業として県内の他地域への波及効果が期待できることから、政策目的と照ら
し合わして県の支援は妥当である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　過疎地域においてさらなる過疎化・高齢化が進むなか、働き口の減少、耕作放棄地の
増大や獣害等、産業基盤の確保が大きな課題である。
　加えて、路線バスの廃止などによる公共交通の利便性低下、商店・スーパー等の閉鎖
など集落における日常生活支援機能の低下が深刻な問題となっている。
　このため、生活支援サービスの事業化、直売所や特産品加工など地域で資金を循環さ
せ、稼ぐしくみを構築することで、継続可能な地域づくりを進める。

－ 20.0% 40.0%実施地区数（累計）

2.0人 従事人員

25地区 H27～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

2.0人

0 千円 21,865 千円 24,675 千円

8,489 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

2.0人

0 千円 15,872 千円 16,186 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による

前倒し分8,489千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員

事業内容

地域おこし協力隊等と連携し多様な集落活動サービスによるビジネスを立ち上げようとする地
域を支援し、継続可能な地域づくりを進める。
　①活動支援
　　○対象地域(団体)：地域おこし協力隊と連携して活動を行なう小規模集落、地域協議会等
　　○対象事業：地域おこし協力隊等と連携して行う下記事業
　　　　　　　　・コミュニティバスの運行など生活交通支援
　　　　　　　　・買い物支援、食事サービス、家事代行など高齢者等支援
　　　　　　　　・農産物直売所、加工所、農家レストラン等の運営
　　　　　　　　・特産品のブランド化、販路拡大　等
　　○補助対象：ソフト経費（活動に係る旅費、使用料、材料費、資機材借上料等）
　　　　　　　　ハード経費（備品購入費等）
　　○補助額：定額（１年目：上限1,000千円／年、２年目以降：上限 500千円／年）
　　○補助期間：原則３年間

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 5,993 千円 8,489 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 5,993 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 0 千円 0 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（地域おこし協力隊等起業化モデル事業）(平成27年度
～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
多自然地域において、くらしの持続や資源管理など集落相互の助け合いを拡大するため、生活
支援サービスの事業化、直売所や特産品加工など地域で資金を循環させ、稼ぐしくみを構築す
ることで、継続可能な地域づくりの促進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

説 明
　戦略的に移住者を呼び込み、将来にわたって人口の維持、地域活力の維持を実現するた
め、新たに戦略的移住推進モデル事業を創設し、取組地域に対する支援を行う。(地域創生
戦略を推進するため、H27年度補正に前倒しして実施)

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

□拡充 □継続 □実施手法の見直し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

－ - 2地区

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　市町を通じて事業周知を図るとともに、モデル事業としての成果を発信し今後着実
に事業を実施することにより、目標達成に努める。

実
施
方
針

方 向 性
　■新規

　地域ぐるみで移住者を戦略的に受け入れるモデル事業として県内の他地域への波及
効果が期待できることから、政策目的と照らし合わして県の支援は妥当である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　近年本県からの人口転出が続いている中、東京圏からのUJIターン促進を図るため平
成28年1月「カムバックひょうご東京センター」を設置し、移住促進を進めているとこ
ろである。同センターと連携して移住者を積極的に受入れ、人口維持を図る地域をモ
デル的に支援することで、他地域への波及効果が見込まれ、UJIターンの促進につなが
る。

－ － 20.0%実施地区数（累計）

0.0人 従事人員

10地区 H28～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

2.0人

0 千円 0 千円 26,498 千円

10,312 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

2.0人

0 千円 0 千円 16,186 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額はH27補正による

前倒し(10,312千円)を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員

事業内容

　2060年を見据えた長期計画（人口維持目標、移住者受入体制、就業支援等）を策定し、移住
者の受け入れに向けた体制整備や移住者募集、継続的なしくみづくりを進める。
　①(新)計画策定・活動支援
　　○補助額：定額（補助上限1年目　2,000千円、2～3年目　1,000千円）
　　○実施内容
　　　・長期計画策定（アドバイザー経費、計画書作成費　等）
　　　・空き家調査、受け入れ体制の整備
　　　・移住者の募集
　　　・継続的なしくみづくり
　②(新)移住コーディネーター雇用事業
　　○補助額：定額（補助上限3,000千円）
　　○実施内容
　　　・人件費2,000千円～2,500千円／人
　　　・活動費（旅費、研修費、作業道具等消耗品費等）500千円～1,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 10,312 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 0 千円 0 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（戦略的移住推進モデル事業）（平成27年度経済対策
補正～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
多自然地域では地域内の高齢化の進行、年齢構成の偏りにより、今後人口が減少し地域活力の低下が懸
念される。このため旧小学校区単位を戦略的移住促進モデルと位置づけ支援することで、戦略的に移住
者を呼び込み、将来にわたって人口の維持、地域活力の維持を実現を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

－ 3地区 8地区

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　多自然地域の自立・活性化を図るため、引き続き取組地域に対する支援を行う。(地方創
生加速化交付金を活用し、平成27年度補正で前倒し実施。)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　近年、「田舎暮らし」や「自然志向」といった考え方が広がるなか、Ｕ・Ｊ・Ｉ
ターンなど都会から田舎に移り住む人たちが全国的に増えてきている。
　一方、多自然地域においては過疎化・高齢化が進み、耕作放棄地、空き家の増加が
深刻な問題とされている。
　都市住民の移住意向の高まりを多自然地域の活性化につなげるため、田舎暮らしを
行うにあたり必要となる知識・技能等の習得や地域内の空き家の活用を進めることに
より、地域外から人を呼び込んで定着させる社会増対策を図る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　モデル事業として県内の他地域への波及効果が期待できることから、政策目的と照
らし合わして県の支援は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　着々と目標達成に向け進捗している。今後はさらに各市町を通じ、取組実施を促
す。

2.0人

0 千円 20,988 千円 21,299 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

－ 13.0% 34.8%実施地区数（累計） 23地区 H27～H31

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

　　　　　総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には全額H27補正による前倒し分
　5,113千円(地方創生加速化交付金)を含む

従事人員 0.0人 従事人員 2.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 2.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

2.0人

0 千円 15,872 千円 16,186 千円

事業内容

都市部から多自然地域への移住・定住および二地域居住を促進する取組にかかる経費を支援
　①活動支援
　　○対象地域（団体）：多自然地域の地域団体等
　　○想定される内容
　　　・受入体制の仕組みづくりにかかるアドバイザー経費
　　　・田舎暮らしに必要な知識・技能・心構え研修
　　　・お試し居住に対する支援
　　　・都市部住民等へのＰＲツール作成（のぼり、パンフ、ＨＰ等）
　　　・都市部「田舎暮らし相談所」参加交通費等
　　　・所有者が納得して貸し出せるために要する経費（仏壇等の整理・保管等）等
　　○補助額：定額（上限1,000千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 5,116 千円 5,113 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 5,116 千円 5,113 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（田舎に帰ろうプロジェクト）(平成27年度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
都市住民の移住意向の高まりを多自然地域の活性化につなげるため、田舎暮らしを行うにあたり必要と
なる知識・技能等の習得や地域内の空き家の活用を進めることで、地域外から人を呼び込んで定着させ
る社会増対策を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

説 明
　多自然地域の自立・活性化を図るため、アンテナショップに対する支援を行う。(地方創
生加速化交付金を活用し、平成27年度補正で前倒し実施。)

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

□拡充 □継続 ■実施手法の見直し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

202千人 205千人 415千人

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　平成28年度に新たに実施手法を見直した事業であり３年程度を目途に、目標
達成に向けて今後着実に事業を実施する。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規

　都市部での多自然地域のＰＲにより、多自然地域の産品の販路拡大、交流人口増
加、地域再生大作戦取組地域の拡大の効果が期待できることから、政策目的と照らし
合わして県の支援は妥当である。
　緊急雇用財源がなくなった中で、これまで蓄積したノウハウを踏まえ、人員体制や
集荷経路等を見直し、効率化を図る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　地域再生大作戦の取組により活性化しつつある地域を側面的に支援し、多自然地域
ならではの魅力を都市部に広め、地域・集落自体の認知度向上、販路の拡大などを図
る。

－ 24.1% 48.8%来店者数（累計）

1.0人 従事人員

850千人 H27～H30

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

1.0人

113,691 千円 101,472 千円 84,115 千円

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

1.0人

7,913 千円 7,936 千円 8,093 千円

　　　　　総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には全額H27補正による前倒し分
　76,022千円(地方創生加速化交付金)を含む

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員

事業内容

　地域再生大作戦に取り組んでいる集落等を応援するため、当該集落等で生産している新鮮な
農産物等を販売する「出張型の直売所」を神戸市内で運営

　①元町マルシェ
　　○機能：地域再生大作戦に取り組む集落・地域の支援
　　○事業費：35,822千円
　②北播磨おいしんぼ館
　　○機能：北播磨観光の神戸でのＰＲ拠点
　　○事業費：16,200千円
　③西播磨ふるさと特産館
　　○機能：西播磨の観光ＰＲや若手の生産農家等の意欲向上
　　○事業費：24,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 105,778 千円 93,536 千円 76,022 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 76,022 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出事業基金) 105,778 千円 93,536 千円

事 業 名
地域再生大作戦の展開
（多自然地域アンテナショップ運営事業）(平成28年
度～）

連 絡 先 078-362-4314

事業目的
多自然地域ならではの魅力を都市部に広め、地域・集落自体の認知度向上、販路の拡大などを図ること
で、地域再生大作戦に取り組む地域･集落を側面的に支援する拠点とするとともに、地域創生の観点から
人口の社会減に対応するため移住情報の発信機能を追加し、地域活性化を推進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 地域振興課地域再生班

施  策  名 地域再生大作戦等の展開による地域の自立力向上



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明
ジオツーリズムの充実を図り、山陰海岸ジオパーク行動計画を遂行するため事業を実施する。(地方
創生加速化交付金を活用し、平成27年度補正で前倒し実施。)

－ － 90.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　ユネスコ正式事業化により、持続可能なジオパークとして、訪問者の欲求を
満たし続けられるよう、拠点施設や関係団体の取組充実を図る必要がある。
　二次交通が脆弱な地域であるため、エリア内周遊を促進する有効な二次交通
検証事業として実施する。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　ジオパークを推進する３府県が連携し、応分の負担により実施する事業であ
り、政策目的と照らし合わして県の負担は妥当である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　今後着実に事業を実施し、山陰海岸ジオパーク推進協議会と連携しながら、
段階的に入込者数の増を図り、目標達成に努める。

拠点施設の入込者数 年間70万人 H31 － - 63万人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

1.0人

0 千円 0 千円 22,232 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

　　　　　総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には全額H27補正による前倒し分
　14,139千円(地方創生加速化交付金）を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

1.0人

0 千円 0 千円 8,093 千円

事業内容

　①エリア内交通手段の確立
　　○山陰海岸ジオパーク周遊キャンペーン事業
　　　・レンタカー利用促進キャンペーン
　②普及啓発
　　○広域普及啓発
　　　・戦略的プロモーション活動、旅行会社への周遊ツアーの提案等
　　○地域内普及啓発
　③域内コンテンツの充実
　　○ジオサイトインバウンド対策事業
　　　・アプリ開発、翻訳済ジオサイト映像配信等
　　○ビジネス・体験メニュー創出支援

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 14,139 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 14,139 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
山陰海岸ジオパーク周遊キャンペーン事業
(平成27年度経済対策補正～）

連 絡 先 0796-26-3782

事業目的
観光客のワンストップ窓口やプロモーション活動を行う山陰海岸ジオパーク推進協議会を支援することで、拠点
施設や関連団体の取組の充実を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班

但馬県民局
ジオパーク課施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムの推進



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

　・但馬地域における高速交通手段として但馬－伊丹路線の維持が必要であることから、継続
　　実施する。
　・一層の利用促進を図るとともに、航空会社の経営合理化を促すことにより、欠損補助額の
　　削減に努める。

□凍結(休止) □延長

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・但馬－伊丹路線は、伊丹空港を経由して全国につながる貴重な高速交通手段
　であり、交流人口を拡大し地域活性化を図る上で、今後も維持が必要。
・欠損補填は運航事業者から提示された運航条件であり、路線維持には当補助
　事業の実施が必要。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・山陰海岸ジオパークや竹田城跡などが全国から注目を集めたことに加え、地
　元等と連携し旅行商品のPRなどを行ってきた結果、利用者数は前年を上回る
　等好調。
・一方、機材の経年化による整備費の増加等によりコストは増加見込み。
・安全で安定的な運航を維持するため、平成28年度より、運航事業者の機材更
　新計画に合わせて機材更新に取り組む予定。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・年間利用率及び利用者数は前年を上回る等好調。
・今後も一層の利用促進に取り組み、利用者数の拡大に努める。

98.0% 100.0%
(5 千円) (4 千円) (5 千円)

※ 前年度欠損に対して補助を行うため、年間利用率及び利用者数は前年度の実績値を記載
   28年度目標の年間利用者数(当初予算における想定利用者数):26年度の提供座席数45,666席×65%＝29,683人

96.8%

□終期設定

95.7% 98.0% 100.0%

年間利用者数
※

( )は利用者1人当りの事業ｺｽﾄ
29,683人 H28

28,726人 29,082人 29,683人

年間利用率
※ 65.0% H28 62.2% 63.7% 65.0%

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.1人

137,501 千円 128,392 千円 150,592 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

0.1人

791 千円 794 千円 809 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

その他(特定財源:地域振興基金) 136,710 千円 127,598 千円 149,783 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

127,598 千円 149,783 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円

事業内容
但馬－伊丹路線の運航で生じた前年度欠損を運航事業者に補助
　○運航事業者：日本エアコミューター㈱
　○対象経費：運航収支の欠損部分

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 136,710 千円

事 業 名 但馬路線運航対策事業（平成7年度～） 連 絡 先 078-362-3561

事業目的 但馬地域と都市部を結ぶ高速交通手段の確保により但馬地域の活性化を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 空港政策課 運営企画班

施  策  名 関西３空港とコウノトリ但馬空港の最大活用と利便性の向上



事務事業評価資料
施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える

所管課班 道路企画課計画調査班
施  策  名 高規格幹線道路等の整備推進

事 業 名 北近畿豊岡自動車道関連調査事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3566

事業目的

　北近畿豊岡自動車道と山陰近畿自動車道との接続形態については、国と県が共同で、路線の
役割、概略ルート等の調査・検討を実施
　この調査・検討の進展にあわせ、県は国との役割分担のもと、北近畿豊岡自動車道のイン
ターチェンジアクセス道路にかかる関連調査を実施。

事業内容

　北近畿豊岡自動車道のインターチェンジアクセス道路となる国道178号、県道豊岡瀬戸線、県
道戸島玄武洞豊岡線等について、課題整理・設計等の関連調査を実施。

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 10,000 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員 0.2人

0 千円 0 千円 1,619 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員 0.2人

0 千円 0 千円 11,619 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

　北近畿豊岡自動車道と山陰近畿自動車道との接続形態に関する調査・
検討の進展にあわせて、国と連携して調査することにより、目標達成に
努める。

北近畿豊岡自動車道の
ＩＣアクセス道路の課
題整理・設計等

調査完了
(100%)

H33 － － 18%

　北近畿豊岡自動車道のインターチェンジアクセス道路の課題整理・概略設計等の関連調
査を実施。

－ － 100%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　北近畿豊岡自動車道は、山陰近畿自動車道と一体的に機能し、日本海
側高速道路網の空白地帯を解消する極めて重要な道路である。
　両道路の接続形態については、国と県が共同で、路線の役割、概略
ルート等の調査・検討を行っており、これら調査・検討にあわせ、イン
ターチェンジアクセス道路の課題整理・設計等を実施していく必要があ
る。
　北近畿豊岡自動車道のインターチェンジアクセス道路としては、国道
178号、県道豊岡瀬戸線、県道戸島玄武洞豊岡線等があり、県は国との役
割分担のもと、これら道路の道路管理者として、課題整理・設計等を実
施。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　国と連携し、効率的な調査を実施することにより事業コストを抑制。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　生活交通バスは、通勤・通学、通院、買物等の住民の日常生活を支える最も身近な公共交
通機関として重要な役割を果たしており、県として引き続き支援を行う。

□凍結(休止) □延長

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
・利用者の減少等により、路線維持が困難な状況にある中で、高齢者をは
じめとする交通弱者の生活交通手段を確保するため、支援を行う必要があ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・県と市町の役割分担を踏まえた負担割合を設定できている。
・補助限度額の設定や運行に対する評価・改善の義務付け等による効率
的・効果的な運行の促進を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・平成27年度までの目標は達成されている。
・今後も支援を実施することで、目標が達成される見込み。

107.0% 102.4% 100.0%
(50 千円) (56 千円) (65 千円)

7,201千人

□終期設定

公共交通分担率 35% H32
10年毎に実施の京阪神都市圏パーソントリップ調査による。

(22年実績：35%)

支援対象路線の輸送人員 7,201千人 H29
7,702千人 7,375千人

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.6人

386,039 千円 412,832 千円 465,343 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

0.6人

4,748 千円 4,762 千円 4,856 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

人件費②
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 381,291 千円 408,070 千円 460,487 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

事業費① 381,291 千円 408,070 千円 460,487 千円

事業内容

１ バス路線運行維持対策費補助
　 路線バス事業で経常損失が生じている民間バス事業者が運行する路線を、国や市町と協調
　して支援
  (1)国庫協調補助路線
　　○対象者：乗合バス事業者
　　○対象路線：複数市町を運行し、輸送量が15人以上150人以下等の系統
　　○限度額　：経常費用の9/20
　　○負担割合：国1/2、県2/6、市町1/6
　　　　　　　　国1/2、県1/6、市町2/6 または、国1/2、県1/4、市町1/4
　(2)県単独補助路線
　　○対象者：乗合バス事業者
　　○対象路線：複数市町を運行し、輸送量が２人以上50人以下等の系統
　　○限度額　：経常費用の11/20
    ○負担割合：県2/3、市町1/3
　　　　　　　　県1/3、市町2/3 または県1/2、市町1/2
２ コミュニティバス運行総合支援事業
　 路線バス休廃止後の代替交通や、公共交通空白地域等における地域住民の移動手段として、
　市町が運行しているコミュニティバスの運行経費に対して支援。
　○ 対象者　：市町
　○ 対象路線：市町が主体となって作成した運行計画等により運行している等の系統
　○ 限度額　：標準収支不足単価(181円/km)×実車走行ｷﾛ×0.2
　　　　　　　 標準収支不足単価(181円/km)×(県平均欠損率÷市町毎欠損率)×実車走行ｷﾛ×0.2
　　　　　　　 運行費用とみなし収入(＝標準運賃195円/人×輸送人員)の差額×0.2
　○ 負担割合（市町実質負担額に対する県・市町の負担割合）
　　　　　　　 県1/3、市町2/3 または、県1/2、市町1/2

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事 業 名
バス路線運行維持対策費補助(国庫協調補助路線)(昭和47年度～)
バス路線運行維持対策費補助(県単独補助路線)(平成７年度～)
コミュニティバス運行総合支援事業(平成16年度～)

連 絡 先 078-362-3885

事業目的
  バス事業者が運行する路線バスや市町が運行するコミュニティバスに対して支援することによ
り、地域住民の日常生活における移動手段である生活交通バスの維持確保を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 交通政策課地域交通班

施  策  名 利用しやすく便利で安全な公共交通の充実



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
上下分離方式の導入により経営改善を行う北近畿タンゴ鉄道に対し、鉄道を維持するため
に必要な基盤管理費について支援を行う。

□凍結(休止) □延長

- (9 千円) (8 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
鉄道沿線地域の生活交通路線であるとともに、地域活性化を図る上でも
必要不可欠な路線であるため、関係自治体と協調して支援を行う。

事業コストに対する評価、
見直し状況

北近畿タンゴ鉄道沿線地域公共交通網形成計画に基づき、民間事業者の
ノウハウの活用等により、効率的な事業実施を図っていく。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

北近畿タンゴ鉄道沿線地域公共交通網形成計画に基づく取組を行うこと
により、目標達成に取り組む。

□終期設定

年間輸送人員 2,000千人 H31
(1,842千人) 1,900千人 1,925千人

(92.1%) 95.0% 96.3%

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.2人

0 千円 17,636 千円 16,122 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

0.2人

0 千円 1,587 千円 1,619 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 16,049 千円 14,503 千円

16,049 千円 14,503 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円

事業内容

①支援内容　　　基盤管理に要する費用
②支援期間　　　10年間
　　　　　　　（平成27年度～平成36年度）

　※関係自治体；兵庫県、京都府、豊岡市、
　　　　　　　　福知山市、舞鶴市、宮津市、
　　　　　　　　京丹後市、伊根町、与謝野町

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 0 千円

事 業 名 北近畿タンゴ鉄道上下分離基盤管理費補助（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3884

事業目的
上下分離方式の導入により経営改善を行う北近畿タンゴ鉄道に対し、基盤管理費について関係
自治体と協調して支援を行うことで鉄道の維持を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 交通政策課計画班

施  策  名 利用しやすく便利で安全な公共交通の充実

上下分離前後の運営形態

 
運行会社(WILLER TRAINS) 

 
北近畿タンゴ鉄道 

 

運 行 

関係自治体 

補助 

【上下分離前】 

車両保有 

線路・電路 
保有 

北近畿タンゴ鉄道 

 

 
車両保有 

線路・電路 
保有 

基盤使用料   

補助 

運 行 

【上下分離後】 

関係自治体 



事務事業評価資料

事 業 名 ひょうご学校支援地域本部事業(平成20年度～) 連 絡 先 078-362-3782

事業目的
　地域全体で学校教育を支援することによる学校・地域の教育活動を充実や地域住民の参画によ
る学校地域連携のしくみづくりと成果の普及を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 地域が支える学校づくりの推進

事業内容

　地域における学校支援に関するネットワーク等を活用し、社会教育の場で育んできた地域住民
等の参画により様々な学校支援活動を展開
　（例：学習支援活動、部活動支援、登下校時の安全確保活動、学校と家庭・地域が
　　　　連携・協働する体制づくりの推進　等）
○補助対象　　　市町
○補助対象経費　活動運営経費等の学校支援地域本部事業に係る経費
○補助率　　　　国1/3、県1/3、市町1/3

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 10,335 千円 6,074 千円 - 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 5,154 千円 3,000 千円 - 千円

県債 0 千円 0 千円 - 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 - 千円

一般財源 5,181 千円 3,074 千円 - 千円

-人

1,583 千円 1,587 千円 　- 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

-人

11,918 千円 7,661 千円 - 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

100% 100% -
(322 千円) (207 千円)

地域住民の参画による学
校地域連携のしくみを有
する学校数
(政令市・中核市除く)

330校 H30
427校 429校

実施市町数
（政令市・中核市除く）

県内全市町
（政令市・中
核市除く）

毎年度
37市町 37市町

-

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　地域全体で学校を支援するため、地域住民が学校支援ボランティアとし
て活動する体制を整備することが必要。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　全市町に学校地域支援本部が設置され、地域住民の参画による学校支援
活動の展開が進んだことから、平成27年度より各市町に配置するコーディ
ネーターの活動に要する諸謝金、消耗品等の必要経費について積算の見直
しを図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　平成26年度から学校に関わる個人・団体で構成する「ひょうご地域“共
育”ネット」の設置等に取り組み、学校と地域が連携・協働する学校の増
加につながった。

- 129% 130% -
(28 千円) (18 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活動
を「地域学校協働活動」として推進するため、平成28年度から学校・家庭・地域の連携協力
推進事業に統合する。



事務事業評価資料

事 業 名 ＰＴＡによる学校、家庭、地域の連携強化事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-3782

事業目的
　ＰＴＡを核にして、地域住民の参画と協働により、家庭・地域の教育力の向上や開かれた学
校づくりのための県民運動の推進を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 地域が支える学校づくりの推進

事業内容

①ＰＴＡと地域住民（Ｃ＝コミュニティ）の協働によるＰＴＣＡ教育支援活動（家庭教育支援
活動、学校教育支援活動、子どもの安全・安心を守る取組）の実施や情報交換のための全県及
び地区別研究大会等を実施
○対象者　　ＰＴＡ、社会教育関係者、地域住民等
○委託事業
　・委託対象　　地区ＰＴＡ連合（18地区）
　・事業内容　　地区別研究大会の実施、ＰＴＣＡ教育支援活動の実施
○補助事業
　・補助対象　　ＰＴＡ協議会
　・事業内容　　全県研究大会の実施
②ＰＴＡ代表や学識経験者等による検討委員会を設置し、学校・家庭・地域の連携の強化を図
るため、ＰＴＡの役割や活動のあり方等について調査研究を実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 5,300 千円 5,300 千円 4,700 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 5,300 千円 5,300 千円 4,700 千円

0.2人

1,583 千円 1,587 千円 1,587 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.2人

6,883 千円 6,887 千円 6,287 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

151% 82% 100%
(3 千円) (3 千円) (3 千円)

全県研究大会参加者数 2,500 人 毎年度
2,264人 2,050人 2,500人

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　家庭の教育力の向上や、地域が支える学校づくりを図るには、地域住
民の参画と協働により、ＰＴＡが主体的な取組みを行うことができるよ
う支援していくことが必要。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　家庭教育支援活動、学校教育支援活動、子どもの安全・安心を守る取
組から、地域の実情に応じた活動を決め、重点的な取組みに特化するこ
とで、効果的な経費執行を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　全県研究大会及び地区別研究大会は、ＰＴＡ会員の学びの場、ＰＴＣ
Ａ教育支援活動の実践交流の場として定着している。研究大会の成果
が、家庭の教育力向上や地域が支える学校づくりに活かされるよう、地
区別研究大会の内容を見直すとともに、安定した参加者の確保に向けた
取り組みを継続していく。

92% 100% 100%
(1 千円) (1 千円) (1 千円)

地区別研究大会参加者数 18,000 人 毎年度
16,482人 18,000人 18,000人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　ＰＴＡを中核に、地域住民の参画と協働によるＰＴＡの主体的な取組を支援するため、引き続き事
業を実施する。



事務事業評価資料

事 業 名 土曜日の教育支援体制等構築事業(平成26年度～) 連 絡 先 078-362-3782

事業目的
　体系的・継続的なプログラムを計画・実施する市町の取組を支援し、子どもたちにとってより
豊かで有意義な土曜日の実現を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 地域が支える学校づくりの推進

事業内容

　地域の多様な経験や技能を持つ人材、企業等の社会教育資源を活用し、子どもたちの学習活動
や体験活動など、土曜日等に体系的・継続的な学習プログラムを計画・実施する。
○対象　　　　　地域の子ども全般
○実施回数　　　年間10日以上
○補助対象者　　市町
○補助対象経費　活動運営経費等の地域で”共育”土曜チャレンジ学習にかかる経費
○補助率　　　　国1/3、県1/3、市町1/3

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 13,027 千円 36,379 千円 - 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 6,508 千円 18,151 千円 - 千円

県債 0 千円 0 千円 - 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 - 千円

一般財源 6,519 千円 18,228 千円 - 千円

-人

1,583 千円 1,587 千円 　- 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

-人

14,610 千円 37,966 千円 - 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

25% 51% －
(134 千円) (174 千円)

１カ所あたりの平均年間
活動日数
（政令市・中核市除く）

(4月､8月を
除く)1ヶ月
あたり1回

毎年度 15 日 14 日

実施校数
（政令市・中核市除く）

428校 H30
109校 218校

－

－ 150% 140% －

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　子どもたちにとってより豊かな土曜日の教育環境を提供することを通し
て、地域の教育力の向上を図る必要性がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　事業の運営にあたっては、学校支援地域本部事業等の成果を生かし、地
域人材を教育推進員として活用することで諸謝金を抑えるなど、経費の効
率的な執行を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

　各市町での事業実施体制が整いつつあり、実施校数についても増加の見
込みである。今後も、コーディネーターや教育推進員、事業担当者等に向
けた研修会等で県内の優れた実践事例を紹介を行う等、各市町における事
業の充実を支援する。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明
　地域と学校が、連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活
動を「地域学校協働活動」として推進するため、平成28年度から学校・家庭・地域の連携協
力推進事業に統合する。

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定



事務事業評価資料

事 業 名 地域未来塾実施事業(平成27年度～) 連 絡 先 078-362-3782

事業目的 　家庭での学習習慣が十分身についていない子どもの学習習慣や基礎学力の定着を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 地域が支える学校づくりの推進

事業内容

　学校外において、地域人材のネットワークを活用し、放課後等に学習支援（個別指導や自習）
を実施
○対　　象　　　市町（政令市・中核市を除く）
○対象経費　　　学習支援員への謝金等地域未来塾にかかる経費
○負担割合　　　国1/3、県1/3、市町1/3

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① - 千円 25,900 千円 - 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 - 千円 12,950 千円 - 千円

県債 - 千円 0 千円 - 千円

その他(　　　　　　　　　) - 千円 0 千円 - 千円

一般財源 - 千円 12,950 千円 - 千円

-人

- 千円 1,587 千円 　- 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 -人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 -人 従事人員 0.2人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

-人

- 千円 27,487 千円 - 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

- 86% -
(289 千円)

「学校の授業以外で学習
する時間が増えた」と回
答した子どもの割合

80% H27 - 80% -

開設箇所数
(政令市・中核市除く)

111箇所 H27 -
95箇所

-

- 100% -

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　近年、家庭での学習習慣等に課題を抱える子どもが見受けられることか
ら、家庭での学習習慣が十分身についていない子どもたちに学習支援を実
施する必要性がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　事業の運営にあたっては、学校支援地域本部事業等で培った地域人材を
活用し、諸謝金を抑えるとともに、社会教育施設や学校等の子どもたちに
親しみのある公的施設を活動場所とすることにより、費用面での効率的な
執行に取り組む。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業開始初年度にあたる平成27年度については、市町の予算確保の都合等
により箇所数の目標に課題を残す結果となった。一方、児童生徒の学習習
慣については当初の目標を達成できる見込みとなっており、本事業の効果
が一定程度見られたものと考えられる。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性

　□新規 □拡充

説 明
　地域と学校が、連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活
動を「地域学校協働活動」として推進するため、平成28年度から学校・家庭・地域の連携協
力推進事業に統合する。



事務事業評価資料

事 業 名 学校・家庭・地域の連携協力推進事業（平成28年度～） 連 絡 先 078-362-3782

事業目的

　地域と学校が連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活動
（＝「地域学校協働活動」）を積極的に推進するため、従来の個別の教育支援活動の充実、統
合化・ネットワーク化を図ることにより、「支援」から「連携・協働」を目指す新たな体制を
構築する。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 地域が支える学校づくりの推進

事業内容

　地域学校協働活動を推進するため、以下の事業を実施
《市町補助事業》
・「地域学校協働本部」の設置
　　 学校、PTA、自治会、地域ボランティア等の関係者が話し合う場の全校区設置を推進
・「地域学校協働活動」の実施
　　 ニーズに応じ、次の(ⅰ)～(ⅳ)を有機的に組み合わせて実施
　　　(ⅰ) 学校教育支援活動　　　　　　　　(ⅱ) 地域住民による学習支援
　　　(ⅲ) 放課後等の体験・交流活動　　　　(ⅳ) 土曜日の教育活動
・地域コーディネーターの配置
○ 補助対象者：市町
○ 補助率：国：１／３、県：１／３、市町：１／３

《県実施事業》
・ 地域コーディネーター研修の実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① - 千円 - 千円 110,073 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 - 千円 - 千円 54,659 千円

県債 - 千円 - 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) - 千円 - 千円 0 千円

一般財源 - 千円 - 千円 55,414 千円

0.8人

- 千円 　- 千円 6,348 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 -人 従事人員 -人 従事人員

人件費②
従事人員 -人 従事人員 -人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

0.8人

- 千円 - 千円 116,421 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

- - 97%
(270 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていくためには、地域
と学校が連携・協働する持続可能な体制づくりの構築と活動充実のため
に必要な支援を行うことが必要。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　これまでの既存事業について見直しを行い、事業ごとに配置していた
コーディネーター等を統合するなど、効率的な運営に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

地域住民の参画による学
校地域連携のしくみを有
する学校数
（政令市・中核市除く）

450校 H31 - -

435校

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

　地域と学校が、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく
活動を積極的に推進するため、「支援」から「連携･協働」を目指す新た
な体制づくりの構築に向けて、事業の効率化を図り、目標達成に努め
る。

実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明
　地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく体制づくりを推進するため、本事業
を実施する。

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定



事務事業評価資料

事 業 名 放課後子ども教室推進事業(平成19年度～) 連 絡 先 078-362-3782

事業目的 　放課後の子どもの安全で健やかな活動場所の確保を図る。

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 社会教育課社会教育班

施  策  名 企業、学校、団体等の連携による子育て環境の充実

事業内容

　地域住民の参画と協働により、様々な体験活動・交流活動等を実施
○対象 地域の子ども全般
○実施回数　   週1～6日
○時間　　　　 放課後
○補助対象　   市町
○補助対象経費 活動運営経費等のひょうご放課後プラン事業に係る経費
○補助率 国1/3、県1/3、市町1/3

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

0 30,460 千円 45,088 千円 - 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 15,227 千円 22,530 千円 - 千円

県債 0 千円 0 千円 - 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 - 千円

一般財源 15,233 千円 22,558 千円 - 千円

-人

1,583 千円 1,587 千円 　- 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H26 H27 H28

-人

32,043 千円 46,675 千円 - 千円

目　　標 26年度
実績

27年度
見込み

28年度
目標

50% 46% -
(139 千円) (225 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機
能・教育力の低下など、子どもを取り巻く環境が変化しており、放課後等
に子どもが安心して活動できる場所を確保する必要性がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　地域人材を教育活動推進員に活用することで謝金を抑えるなど、事業実
施にあたっては、経費面の効率化を踏まえた運営を行った。

開設教室数
（政令市・中核市除く）

ニーズのあ
る全学校区
での開設

毎年度
231校区 207校区

-

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　子ども教室型は順調に増加し、現在50%程度の小学校区で開設されてお
り、児童クラブ型とあわせて、放課後等に子どもが安心して活動できる場
所づくりに対するニーズの充足に努めてきた。実施主体である各市町の
ニーズを踏まえ、体制整備（ボランティアや活動場所の確保）が整った校
区から開設を図っている。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 □継続

説 明
　地域と学校が、連携・協働して、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支えていく活
動を「地域学校協働活動」として推進するため、平成28年度から学校・家庭・地域の連携協
力推進事業に統合する。

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定



事務事業評価資料

兵庫県警察本部交通部交通規制課
　安全で快適な交通環境の整備施  策  名

28

28

目　　標

目標値 年度

2.0回 145.0%

0.17 千円

23.8

0.17 千円
16.2回

24.7

0.16 千円

26年度
実績

28年度
目標

0.16 千円

27年度
見込み

2.9

0.17 千円

0.17 千円

H28

2.9

24.2

2.9

達成率（％）

H27

145.0%

146.9%149.4%

145.0%

H26

121,376 千円

0 千円

115,345 千円 111,574 千円

従事人員 0.2人 従事人員

111,574 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費①

0 千円 0 千円

0 千円

従事人員

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債

その他(　　　　　　　　　) 121,376 千円 115,345 千円

113,193 千円

一般財源 0 千円 0 千円

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

0.2人

1,582 千円 1,588 千円 1,619 千円

実
施
方
針

方 向 性
　□新規

0.2人 従事人員

説 明

　法令により設置・管理しているもので、県民の需要もあり有効であることから、引き続き
実施する。
　なお、個々のパーキング・メーター、パーキング・チケットについて１日１基当たりの平
均回転数を下回った場合は、地元協議の上、廃止及び移設を検討し、効果的な運用に努め
る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

152.5%

□実施手法の見直し

0.2人

122,958 千円 116,933 千円

　現在の車社会の現状から、短時間の駐車需要に応ずる施策として必要で
ある。

□拡充 ■継続

総コスト（①＋②）

事業コストに対する評価、
見直し状況

　利用者から手数料を徴収し、その手数料内において利用状況に応じた更
新、撤去等を行っており、コストの逓減に努めている。

□終期設定

　１日当たりの利用状況(回転数)は目標指標を上回っており、毎年度、利
用率の低い機器の配置見直しをするなど、今後も利用率の向上に努める。

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長

施 策 体系

事 業 名

事 業 目的

事 業 内容

　地域の交流・持続を支える基盤を整える

　パーキング・メーター、パーキング・チケット発給設備の整備・維持

　必要やむを得ない車両の駐車に対して、時間を限って認めることによって、駐車需要に応じた
交通の秩序を確立する。

　パーキング・メーター、パーキング・チケット発給設備の新設、更新等の整備及び維持管理を
行うもの。

連 絡 先

所管課班

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

パーキング・メーター
１日１基あたりの平均回転数
(１回転当たりの費用)

パーキング・チケット
１日１基あたりの平均回転数
(１回転当たりの費用)

０７８－３４１－７４４１

従事人員

人件費②
従事人員 0.2人

0.2人



事務事業評価資料

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

事業コストに対する評価、
見直し状況

自
己
評
価

　独自開発システムからパッケージシステムへの移行により運用経費の削減を
図るとともに、県・市町の複数団体での共同利用により、単独で行うよりも運
用経費が軽減する等全県的な視点での効率化を行っている。

事業の必要性・有効性
　県の窓口に出向くことなく、申請・届出等の手続ができ、また24時間いつで
も申請・届出等の手続ができる電子申請は、県民のサービス向上を図るために
必要であり、県民の利便性向上に有効である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　電子申請件数は、目標を大幅に超えて達成している。今後は電子申請が可能
な手続きを拡充するとともに、電子申請を利用することによる利便性をPRして
いく。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

説 明
　引き続き、県・市町との共同利用等により運用経費の低廉化を図る。また、電子申請に
より、いつでもどこでも申請・届出等の手続ができる県民サービスを今後も維持していく
ため、事業を継続する。

H26 H27 H28

85.8% 95.8% 100.0%電子申請件数 71,000 件 H28
(438 円)

1.0人

32,167 千円 32,270 千円 31,116 千円

指標名
目　　標 26年度

実績
27年度
見込み

28年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標 60,906 件 68,000 件 71,000 件

(528 円) (475 円)

達成率（％）

目標値 年度

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

一般財源 24,254 千円 24,334 千円 23,023 千円

1.0人

7,913 千円 7,936 千円 8,093 千円

事業内容

　県民や企業等が、インターネットを利用して家庭や職場から各種の申請・届出を行うことが
できる電子申請システム（e-ひょうご）を県・市町で構成する「電子自治体推進協議会」にお
いて運営

①電子申請システムの運用
　○県と市町でシステムを共同利用することによる効率的な運用を実施

②電子申請システムの利用促進
　○職員向け操作研修の実施
　○使いやすさの向上

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 26年度決算額 27年度当初予算額 28年度当初予算額

事業費① 24,254 千円 24,334 千円 23,023 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 電子申請システム推進事業（平成14年度～） 連 絡 先 078-362-3047

事業目的
電子申請システムを運用することにより、県民の利便性の向上及び行政手続の迅速化、簡素化
を図るとともに効率的な行政運営の実現を図る

施策体系 地域の交流・持続を支える基盤を整える
所管課班 情報企画課高度情報化班

施  策  名 多彩な交流・物流を支える社会基盤の充実


